
協定項目２３－２３（３）号 資料 
 

 

その他事業（地籍調査事業）について 

 

 

１．協議項目の要旨・留意点 

① 国土調査法に基づき土地の所在・権利・利用関係を明らかにする。 

② 地籍調査事業の完了地区は、その成果を引き継ぎ、実施地区については新市でも引

き続き実施することする。 

③ 関連資料については、別紙のとおり。 

 

 

２．提案の理由 

    新市においても継続して事業推進を図る内容で提案する。 

 

 

３．協定（協議）先進事例 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県三次市・双三郡・甲奴町合併協議会（平成１６年４月１日 新設合併） 

 

地籍調査事業については、新市に引き継ぐ。 

広島県世羅郡三町合併協議会（平成 16 年 10 月 1 日 新設合併） 

 

地籍調査事業については、引き続き新町において実施する。 

愛媛県かみうけな合併協議会（平成 16 年 8 月 1 日 新設合併） 

 

地籍調査に係る成果等については、現行のまま新町に引き継ぐこととする。 

兵庫県津名郡５町合併協議会（平成 17 年 3 月 31 日 新設合併） 

 

地籍調査事業については、新市において全般的に実施する方向で検討する。 



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 総務部会　　税務分科会

調整方針
（案）

分野名 川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町
【目的】
　・国土調査法に基づき，土地の物理的状況について土地所有者
の協力を得て現地調査を実施し，その結果に基づき既存の地籍・
地目等を修正し登記する。
　・補助の概要（事業費ベース）
　　国庫補助金 ５０％・県補助金 ２５％・市負担金 ２５％
【内容】
　計画期間：昭和５２年度～平成１８年度完了予定
　平成１４年度までの進捗率は９８．３５％で，全体面積２４
４．９１Ｋ㎡に対して調査済面積は２４０．８７Ｋ㎡

【平成１５年度地籍調査事業】　１．２３Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　進捗率　９８．８５％
　一筆地調査　　　　　　　 （Ｅ工程）　　０．８７Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　 　（Ｄ工程）　　１．２３Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　　 　（Ｆ工程）　　１．２３Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　 （Ｇ工程）　　１．３５Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　　 　（Ｈ工程）　　１．３５Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８２枚

【平成１６年度地籍調査事業】　０．８７Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　進捗率　９９．２１％
　一筆地調査　　　　　　　（Ｅ工程）　　０．９８Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　　  （Ｃ工程）　　０．８７Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　  （Ｄ工程）　　０．８７Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　  　（Ｆ工程）　　０．８７Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　（Ｇ工程）　　１．２３Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　　  （Ｈ工程）　　１．２３Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６５枚

昭和38年開始～昭和52年完了

【目的】
　・国土調査法に基づき，土地の物理的状況について土地所有者
の協力を得て現地調査を実施し，その結果に基づき既存の地籍・
地目等を修正し登記する。
　・補助の概要（事業費ベース）
　　国庫補助金 ５０％・県補助金 ２５％・町負担金 ２５％
【内容】
　計画期間：昭和６２年度～平成２０年度完了予定
　平成１４年度までの進捗率は６０．４０％で，全体面積５９．
６２Ｋ㎡に対して調査済面積は３６．０１Ｋ㎡

【平成１５年度地籍調査事業】　　　進捗率　６４．２１％
  一筆地調査　　　　　　　 　（Ｅ工程）　　２．２７Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　   　　（Ｃ工程）　　２．２７Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　 　　（Ｄ工程）　　２．２７Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　　 　　（Ｆ工程）　　２．２７Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　   （Ｇ工程）　　２．５４Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　　 　  （Ｈ工程）　　２．５４Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３枚

【平成１６年度地籍調査事業】　　　進捗率　６８．７３％
　一筆地調査　　　　　　　   （Ｅ工程）　　２．７０Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　　   　（Ｃ工程）　　２．７０Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　   　（Ｄ工程）　　２．７０Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　  　   （Ｆ工程）　　２．７０Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　   （Ｇ工程）　　２．２７Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　 　    （Ｈ工程）　　２．２７Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２枚

【目的】
　・国土調査法に基づき，各筆の所在・地番・地目・所有者を調
査し境界及び面積の確定測量登記を行い，高度成長した社会に適
合しない旧土地台帳や旧字図を今後，土木事業・土地開発事業等
様々な事業計画立案に役立てることが出来るものへとしていく。
また，災害等の境界復旧時にも活用できるような一筆座標等の数
値化を推進していく。
　・補助の概要（事業費ベース）
　　国庫補助金 ５０％・県補助金 ２５％・町負担金 ２５％
【内容】
　計画期間：平成元年度～平成１９年度完了予定（平成１９年度
は認証，登記事務）
　平成１４年度までの進捗率は７７．５５％で，全調査対象面積
７９．１７Ｋ㎡に対して調査済面積は６１．４０Ｋ㎡

【平成１５年度地籍調査事業】　　　進捗率　８５．１０％
　一筆地調査　　　　　　　 （Ｅ工程）　　　５．９７Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　   　（Ｃ工程）　　　５．９７Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　 　（Ｄ工程）　　　５．９７Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　　 　（Ｆ工程）　　　５．９７Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　 （Ｇ工程）　　　３．２５Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　　 　（Ｈ工程）　　　３．２５Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１枚

【平成１６年度地籍調査事業】　　　進捗率　９２．３２％
　一筆地調査　　　　　　　（Ｅ工程）　　　５．７２Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　　  （Ｃ工程）　　　５．７２Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　  （Ｄ工程）　　　５．７２Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　    （Ｆ工程）　　　５．７２Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　（Ｇ工程）　　　５．９７Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　      （Ｈ工程）　　　５．９７Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０７枚

【目的】
　・国土調査法に基づき，土地の物理的状況について土地所有者
の協力を得て現地調査を実施し，その結果に基づき既存の地籍・
地目等を修正し登記する。
　・補助の概要（事業費ベース）
　　国庫補助金 ５０％・県補助金 ２５％・町負担金 ２５％
【内容】
　計画期間：昭和６２年度～平成２３年度完了予定
　平成１４年度までの進捗率は４９．６３％で，全体面積６８．
９８Ｋ㎡に対して調査済面積は３４．２４Ｋ㎡

【平成１５年度地籍調査事業】　　　進捗率　５５．２５％
　一筆地調査　　　　　　　   （Ｅ工程）　　　３．８７Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　 　    （Ｃ工程）　　　３．８７Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　     　（Ｄ工程）　　　３．８７Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　 　    （Ｆ工程）　　　３．８７Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　    　 （Ｇ工程）　　　２．２Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　　   　（Ｈ工程）　　　２．２Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１６枚

【平成１６年度地籍調査事業】　　　進捗率　６１．１０％
　一筆地調査　　　　　　　  （Ｅ工程）　　　４．０４Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　      （Ｃ工程）　　　４．０４Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　      （Ｄ工程）　　　４．０４Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　      （Ｆ工程）　　　４．０４Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　    （Ｇ工程）　　　３．８７Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　   　 （Ｈ工程）　　　３．８７Ｋ㎡

【事業計画】
 
　年度 　　 　面　積　　　　　事　業　費
　Ｈ１６　　　０．８７Ｋ㎡　 　　３５，１００千円
　Ｈ１７　　　０．９８Ｋ㎡　 　　３８，４００千円
　Ｈ１８　　　０．６１Ｋ㎡　　 　２７，２００千円
 　計　 　　　２．４６Ｋ㎡　　 １００，７００千円

【事業計画】
　
　年度 　　 　面　積　　　　　事　業　費
　Ｈ１６　　　２．７０Ｋ㎡　 　　４７，７２０千円
　Ｈ１７　　　６．５２Ｋ㎡　 　　９０，０００千円
　Ｈ１８　　　３．１０Ｋ㎡　　 　４６，０００千円
　Ｈ１９　　　３．２７Ｋ㎡　　　 ４６，０００千円
　Ｈ２０　　　３．０７Ｋ㎡　　　 ４４，０００千円
 　計　 　　１８．６６Ｋ㎡　　 ２７３，７２０千円

【事業計画】
　単位
　年度 　　 　面　積　　　　　事　業　費
　Ｈ１６　　　５．７２Ｋ㎡　 　　９１，９４０千円
　Ｈ１７　　　３．１８Ｋ㎡       ４５，０００千円
　Ｈ１８　　　０．７９Ｋ㎡ 　　　１２，０００千円
　Ｈ１９　　　認証事務
 　計　 　　　９．６９Ｋ㎡ 　　１４８，９４０千円

【事業計画】

　年度 　　 　面　積　　　　　事　業　費
　Ｈ１６　　　４．００Ｋ㎡　　 　　５１，７００千円
　Ｈ１７　　　５．３０Ｋ㎡　 　　　６７，０００千円
　Ｈ１８　　　５．３０Ｋ㎡　　　 　６７，０００千円
　Ｈ１９　　　５．３０Ｋ㎡　　　 　６７，０００千円
　Ｈ２０　　　５．３０Ｋ㎡　　　 　６７，０００千円
　Ｈ２１　　　５．６３Ｋ㎡　　　 　７２，０００千円
 　計　 　　３０．８７Ｋ㎡　   　３９１，７００千円

地籍調査事業

２３－２３（３）その他事業（地籍調査事業）

地籍調査事業については、新市で引き続き実施することとし、地籍調査完了に伴う成果等については、現行のまま新市に引き継ぐものとする。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協定項目 総務部会　　税務分科会

調整方針
（案）

分野名 里村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整方針案

昭和36年開始～昭和53年完了 昭和55年開始～平成5年完了

【目的】
　・国土調査法に基づき，土地の物理的状況について土地所有者
の協力を得て現地調査を実施し，その結果に基づき既存の地籍・
地目等を修正し登記する。
　・補助の概要（事業費ベース）
　　国庫補助金 ５０％・県補助金 ２５％・町負担金 ２５％
【内容】
　計画期間：昭和５８年度～平成１８年度完了予定
　平成１４年度までの進捗率は７４．７１％で，全体面積５７．
６１Ｋ㎡に対して調査済面積は４３．０４Ｋ㎡

【平成１５年度地籍調査事業】　　　進捗率　８１．１８％
　一筆地調査　　　　　　　 （Ｅ工程）　　　３．７３Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　   　（Ｃ工程）　　　５．２１Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　 　（Ｄ工程）　　　３．７３Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　　 　（Ｆ工程）　　　３．７３Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　 （Ｇ工程）　　　４．８６Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　　 　（Ｈ工程）　　　４．８６Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６枚×２＝１３２枚

【平成１６年度地籍調査事業】　　　進捗率　９０．４２％
　一筆地調査　　　　　　　（Ｅ工程）　　　５．３２Ｋ㎡
　地籍図根三角点測量　　  （Ｃ工程）　　　２．０７Ｋ㎡
　地籍図根多角点測量　　  （Ｄ工程）　　　５．３２Ｋ㎡
　地籍細部測量　　　　  　（Ｆ工程）　　　５．３２Ｋ㎡
　面積測定　　　　　　　　（Ｇ工程）　　　３．７３Ｋ㎡
　地籍図複図作成　　　　  （Ｈ工程）　　　３．７３Ｋ㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６０枚×２＝１２０枚

昭和61年開始～平成8年度完了 ①　現行のまま新市に引き継ぐ。

・県との調整
・調査完了のところと調査中のところがある。
・地図のデータ化を行うとすると早く完了させる必
要がある。
・新市になっても、調査中の市町村は継続する。
・地籍調査の業務は本庁と支所のどちらで行うか調
整が必要である。

【事業計画】
　
　年度 　　 　面　積　　　　　事　業　費
　Ｈ１６　　　５．３２Ｋ㎡　 　　６７，２００千円
　Ｈ１７　　　３．５０Ｋ㎡　 　　６０，０００千円
　Ｈ１８　　　１．８０Ｋ㎡　　 　４０，０００千円
 　計　 　　１０．６２Ｋ㎡　　 １６７，２００千円

地籍調査事業

２３－２３（３）その他事業（地籍調査事業）




